
 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年度当初予算(案)主要施策の概要 
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（問合せ先） 
 

総務局総務室   

企画調整担当課長  池松  電話 045-210-2121 

 

  

 



１　一般会計 (単位：百万円）

404,863 258,129 146,733 156.8% 224 4,305 767 399,565

34,711 40,170 △5,459 86.4% 224 4,305 707 29,474

370,151 217,959 152,192 169.8% - - 60 370,091

286,612 294,692 △8,080 97.3% - - 50,800 235,812

286,612 294,692 △8,080 97.3% - - 50,800 235,812

708 178 530 397.8% - 673 - 35

708 178 530 397.8% - 673 - 35

500 500 - 100.0% - - - 500

500 500 - 100.0% - - - 500

予　算　額
特　　　定　　　財　　　源

国庫支出金 県　債 その他

(102.1%)

(99.6%) (251,900)

(222,426)

増減額

(△931)

(4,527)

(257,197)

(222,486)

平成29年度
当　　　初
予　算　額

(項）普通財産
　　 取得費

(款）予備費

(項）予備費

(款）総務費

(項）総務管理
     費

(項）徴税費

(款）公債費

(項）公債費

(款）諸支出金

Ⅰ　平成29年度当初予算（案）総括表

本　年　度　の　財　源　内　訳

一般財源

平成28年度
当　　　初

対 前 年 度 比 較

伸率
科目

内訳
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692,684 553,500 139,183 125.1% 224 4,978 51,567 635,913

- 120,000 21,908 △141,908

692,684 553,500 139,183 125.1% 224 124,978 73,476 494,005

２　特別会計 (単位：百万円）

6,147 414,627 187,347

(単位：百万円）

1,853,389 1,734,611 118,777 106.8%

(注1)　表中の金額は、百万円未満切り捨てのため、合計と符合しないことがある。

(△28,887) (98.3%)

前 年 度 比 較

伸率
本　年　度　の　財　源　内　訳

繰越金

平成28年度
当　　　初
予　算　額

財産収入 繰入金 県債

278,838

(98.5%)

(98.5%)

(488,248)

(346,340)

平成29年度
当　　　初
予　算　額

(1,705,723)

(△8,481)

(△8,481)

増減額

(545,018)

(545,018)

273,493

総務局 計

240 11

地方消費税清算会
計

552,331 562,128 △9,797 98.3%
地方消費税収入 地方消費税清算金収入

公営競技収益配分
金等管理会計

251 211 40 119.0%
収益配分金収入

公債管理特別会計 608,122 618,771 △10,648 98.3%

小　　　計

使途を指定しない
収入

(注2)　(  )内は、県費負担教職員の給与負担事務の移譲による影響額（政令市への税交付金147,665百万円）を除いた金額及び
　　 伸率を示す。

一般会計  計

科目

内訳
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Ⅱ 総務局主要事業の概要 
☆は詳細な内容をP3～4に掲載 

１ 本庁庁舎の地震・津波対策 

(1) 本庁庁舎の地震・津波対策工事              47億3,200万円 

大規模地震発生時の地震・津波対策のため、本庁舎、新庁舎、第二分庁舎の

改修工事と分庁舎の建替工事を行う。 

   総額 313億9,800万円（平成26年度～平成30年度） 

 

２ 県有財産の利活用の推進 

(1) 不動産の売払い 

・ 不動産売払収入                            15億円 

将来にわたり県自ら活用する予定のない県有地を売却する。 

 

 (2) 県有財産の利活用 

ア 県有財産活用推進費                  1億8,500万円 

 県有財産の有効活用を図るため、老朽化した県有施設の再整備や集約化に

取り組むとともに、不用財産の処分に向けた調査や建物の除却を行う。 

 

イ 土地建物等取得費                   7億 865万円 

県行政の推進に必要な用地を取得する｡ 
 

 (3) 県有財産の効率的運営 

  ア 県有財産各所営繕費                       4億円 

県有施設の保全に必要な維持修繕工事等を行う｡ 
 
  イ 県有施設長寿命化対策費                         8億6,208万円 

県有施設の長寿命化を図るため、既存施設の劣化に対して計画的に修繕工

事を実施し、適切な維持管理を行う｡ 

 

３ ＩＣＴ化の充実 

(1) システム開発 

ア 税務システム開発等経費                 1億8,543万円 

    税務システムを再構築するため、システム開発を行う。 

     債務負担行為限度額  42億2,570万円（平成29年度～平成37年度） 

 

  イ 文書管理システム開発整備費                      7,401万円 

文書管理システムを再構築するため、システム開発を行う。 

債務負担行為限度額   2億7,200万円（平成28年度～平成34年度） 

 

４ 多様で柔軟な働き方の推進 

 (1) テレワークの実施 

 ・ テレワーク推進事業費                   1,258万円 

柔軟で多様な働き方を推進するため、育児・介護に関わる職員を対象にテ

レワークを実施する。 

一部○新 ☆ 



１　目　的

２　予算額　　　　　　　４７億３,２００万円
　　　　　　　　総額　３１３億９,８００万円（平成26年度～平成30年度）

３　事業内容

29年度当初予算額

47億3,200万円 

24億3,400万円 

9,800万円 

(2) 県庁舎設備改修工事費
　　本庁舎及び第二分庁舎の電気設備等の改修工事を行う。
　　　総額　 56億6,500万円（平成26年度～平成29年度）
　　【平成29年度の主な事業内容】
　　　電気設備改修工事、電気室棟新築工事、本庁舎空調設備改修工事、
　　　本庁舎正庁改修工事

本庁庁舎の地震・津波対策

　　大規模地震発生時の地震・津波対策のため、本庁舎、新庁舎、第二分庁舎の改修工事と分庁舎の
　建替工事を行う。

　本庁庁舎の地震・津波対策工事

(1) 県庁新庁舎改修工事費
　　新庁舎の免震改修工事等を行う。
　　　総額　174億9,900万円（平成26年度～平成29年度）
　　【平成29年度の主な事業内容】
　　　免震改修工事、外壁改修工事、外構工事、電気設備改修工事

事業名及び事業概要

(3) 県庁分庁舎整備工事費
　　既存分庁舎の除却及び新分庁舎の新築工事を行う。

19億5,800万円 

2億4,200万円 

工事名 工事内容 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

(1)県庁新庁舎
　 改修工事費

本庁舎・第
二分庁舎津
波浸水対策

本庁舎・第
二分庁舎内
部改修等

(3)県庁分庁舎
　 整備工事費

分庁舎建替
え

(4)県庁本庁舎
　 耐震補強工
　 事費

本庁舎耐震
補強

　　　総額　 74億2,800万円（平成28年度～平成30年度）
　　【平成29年度の主な事業内容】
　　　新分庁舎の新築工事

(4) 県庁本庁舎耐震補強工事費
　　本庁舎の耐震補強工事を行う。
　　　総額　　8億　600万円（平成29年度～平成30年度）
　　【平成29年度の主な事業内容】
　　　耐震補強工事（ブレース補強等）

４　整備スケジュール

新庁舎免震
改修

(2)県庁舎設備
　 改修工事費

改 修 工 事

建築工事・設備工事

内部改修等

耐震補強工事
実施
設計

基本設計 実施設計

除却
工事

新 築 工 事

新
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 (1) 新庁舎

 (1) 新庁舎

 (2) 第二分庁舎

５　庁舎別の事業概要

【主な工事内容】

○ 津波浸水対策

・ 地下にある電気設備、発電機設備、

受水槽等の移設（1階、2階）

○ 内部改修工事

・ 耐震補強（制振ダンパーの設置)

・ コンピュータセンターの外部移転後、

執務室化（8階、9階）

地 下 階
から移設

ＧＬ▼

【主な工事内容】

○ 免震装置の設置（地下1階）

○ 津波浸水対策

・ エネルギーセンター棟の建設

新庁舎南側敷地内に建設

（延床面積 2,677.72㎡/免震構造）

・ 第二分庁舎にある特別高圧受変電設備

等をエネルギーセンター棟に移設

○ 駐車場の整備（地下1階）

○ バリアフリー関連工事

・ 「みんなのトイレ」の設置

・ 階段手すり、点状ブロックの設置

・ 議場内スロープ等の改修

○ 既存不適格解消工事

・ 非常用エレベーター、直通避難階段

の整備

・ 排煙設備の整備、内装の不燃化

○ 外壁改修工事

○ 外構工事

○ その他

・ 外装アルミパネル等の改修

・ 本会議場の音響設備の改修

窓サッシ、外壁
パネル等改修

免震装置

エネルギー
センター棟

新庁舎

ＧＬ▼

電気室

済

済

済

済

済

 (3) 分庁舎

 (4) 本庁舎

　問合せ先

　　総務局財産経営部施設整備課　課長　村島　電話　045-210-2550

【主な工事内容】

○ 津波浸水対策

・ 受水槽棟の建設（中庭）

・ 電気室棟の建設（中庭）

・ 地下にある電気設備、発電機設備、

受水槽等の移設

○ 内部改修工事

・ トイレ、給排水管等の改修

・ 空調設備改修

○ 耐震補強工事

・ ブレースの設置（地下1～地上2階、6階）

・ ６階増築部分の撤去

地 下 階
から移設

新

【主な工事内容】

○ 現分庁舎の除却

○ 新分庁舎の新築

・ 現行規定上、最大規模での建替え

（地下1階・地上13階建、

延床面積 約12,049.56㎡）

・ 免震装置の設置

・ カフェ(1階)、展望レストラン(12階)

の設置

現 分庁舎

ＧＬ▼

免震装置

展望レストラン

日

本

大

通

り

新 分庁舎

日

本

大

通

り

ＧＬ▼

増築部分
の 撤 去

執務室化（8階、9階）

済

　　総務局財産経営部施設整備課　課長　村島　電話　045-210-2550
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